
　会員事業所の皆様の経営をインターネットを通じてサポートします。
　当会議所ホームページからいつでも、どこでも、好きなだけ、無料でセミナー
をご覧いただけます。

ＷＥＢセミナーのご案内

●お問い合わせ　黒石商工会議所　TEL：0172-52-4316

商 工 く ろ い し（2）　令和３年３月31日 第339号

　「大事なことで気がかりだったけど、誰に相談すればよいかわからない。」
　事業をバトンタッチしたくても、不安なまま踏み出せない方はたくさんいら
っしゃいます。そのようなお悩みは、ぜひ『青森県事業承継・引継ぎ支援センタ
ー』までご連絡ください。
　『青森県事業承継・引継ぎ支援センター』は、経済産業省の委託事業として設
置される専門相談機関です。ご相談は無料で、原則訪問してご相談に応じてい
ます。
　令和３年度より、親族内・従業員・第三者、すべてのお悩みにワンストップで
ご相談に応じる体制に生まれ変わります。
　いつまでも不安なままにせず、ぜひご相談ください。秘密は厳守いたします。
　当会議所では以下の日程で、毎月相談会を開催しています。
　（原則毎月第２火曜日　13：30～16：00　会場：当会議所　相談室）
２０２１年　４月１３日（火）　　　　　　　　１０月１２日（火）
　　　　　　５月１１日（火）　　　　　　　　１１月　９日（火）
　　　　　　６月　８日（火）　　　　　　　　１２月１４日（火）
　　　　　　７月１３日（火）　　　２０２２年　１月１１日（火）
　　　　　　８月１０日（火）　　　　　　　　　２月　８日（火）
　　　　　　９月１４日（火）　　　　　　　　　３月　８日（火）

●お問い合わせ・お申し込みは当会議所、または青森県事業承継・引継ぎ支援
　センター（（公財）21あおもり産業総合支援センター内）まで。
　TEL：017-723-1040

【青森県事業承継・引継ぎ支援センター】
定例相談会のご案内

マスク・消毒液配達

　労働保険の年度更新手続きを行っていただく時期となりました。
申告書の提出と保険料等の納付は、６月１日（火）から７月12日（月）まで
となっています。お早めの手続きをお願いします。
　なお、申告手続きは窓口及び郵送によるほか、インターネットからの電子申
請が便利で人との接触もなく安全です。
　また、納付についても口座振替の利用が便利で安全です。
　詳しくは、厚生労働省ＨＰ、青森労働局ＨＰを検索いただくか、お近くの労
働基準監督署又は青森労働局総務部労働保険徴収室（電話 017-734-4145）
にお問い合わせください。

　厚生労働省ホームページ
　　https://www.mhlw.go.jp/index.html
　青森労働局ホームページ
　　https://jsite.mhlw.go.jp/aomori-roudoukyoku/home.html

労働保険の年度更新手続きはお早めに！！

　去る令和２年12月15日（火）、黒石市
の地域経済の振興と地域社会の発展
のため、当所から黒石市に対しての「令
和３年度黒石市に対する要望事項」を
提出しました。
　また、令和３年３月22日（月）には、
黒石市から要望事項に対する回答書を
受領いたしました。

※要望事項の詳細な内容と黒石市からの回答につきましては、黒石商工会議
　所WEBページの『要望事項』からご覧いただけます。

●お問い合わせ　黒石商工会議所　TEL：52-4316
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令和３年度黒石市に対する要望事項一覧

◆「福祉」

◆「商工業振興」

◆「都市環境」

◆「観光振興」

◆「文化・教育振興」

くろいし健康マイレージの継続について（継続）

便利で使いやすい市役所の実現に向けたワンストップサービスの構築について（新規）

黒石市制度融資保証料の増額について（継続）

地域産業振興・雇用拡大につながる事業について（継続・一部変更）

大鰐浪岡線の交通渋滞解消と黒石環状線の整備促進について（継続）

カラス・野良猫対策について（継続）

オーストラリアからの誘客の促進について（新規）

黒石市内の観光地における公衆無線LANの設置について（継続・一部変更）

スクールバスの運行について（内容変更再要望）

黒石市に対する要望事項令和３年４月１日より、税込価格の
表示（総額表示）が必要になります！

◇ 総額表示に《該当する》価格表示の例

新岡会頭、粂田・福原両副会頭も配達を行った

　黒石商工会議所では、会員サービスの一環として、令和２年12 月下旬より約
800の会員事業所にマスク50枚と消毒液約500mlの無料配布を行い、感染防
止対策へのご理解と
ご協力をお願いしま
した。
　会員の事業の継続
と安定を最優先と考
え、職員一丸となっ
て、経営相談や各種
支援策の情報提供に
努めるほか、中小・小
規模企業に対する迅
速な支援施策の実現
に取り組んでいます。


